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“人が活きるカタチ”の創造
当社は、「事業を通じて、世界の人と文化に貢献する」という
基本理念のもと、人々に生活を営むための環境と
多様な働く場所を提供し「人が活きるカタチ」を創造するという
社会的使命に取り組んでいます
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人材系セグメント内のシームレスな連携強化や、人材・教育ビジネスと不動産ビジネスの連携、様々な企業との提携など、
新たな“人が活きるカタチ”の創出がもたらす持続的成長に向けた取り組みについて、代表取締役会長兼社長の伊井田栄吉
に聞きました。

様々な連携を通して、“人が活きるカタチ”の
さらなる多様化を目指します。

その他事業（農業公園の施設運営管理）は、コロナ禍におい
て様々な制限がかかっておりますが、中長期的な視点から事
業投資を進めています。この事業は循環型社会の構築や地域
社会の活性化という観点から、将来的に楽しみな事業と捉え
ております。

以下に、基幹ビジネスを中心に、主な取り組みについてご報
告申し上げます。

人材・教育ビジネスの概況
ものづくり関連の人材サービス業界は、製造系、技術系と

いったカテゴリー別に市場がセグメント化されています。当
社でも、創業当時からものづくりの領域ごとに事業部を組織
し、それぞれの事業部が独自に事業を展開してまいりました
が、近年、各事業が競争力のある集団になってきたことから、
複数の領域をシームレスにつなぐ取り組みに着手しました。2
～3年前より、包括的なサービスを本格的に提供できるように
なり、当中間期の業績につながりました。

業界別需要動向を見ますと、半導体関連業界は自動車の
ADAS（先進運転支援システム）需要などが加わり、さらなる成
長が見込まれます。グローバル市場では国・地域ごとに半導体
製造のサプライチェーンを再構築する動きが顕在化してきて
おり、日本メーカーにも国内生産回帰の兆しがあります。お客

コロナ禍のもと、経済活動の回復基調は業種や地域により
跛行色がある状況が続いていますが、当社が戦略的に注力し
てきた半導体関連や5G関連の需要は堅調で、基幹ビジネスで
ある人材・教育ビジネスが大幅な増益となり、全体を牽引い
たしました。同ビジネスにおけるセグメントを越えたシーム
レスな連携強化に加え、当期は、これまで個別に成長させてき
た人材・教育ビジネスと不動産ビジネスの事業セグメントを
またぐ連携も実現しました。

不動産ビジネスでは、未だ物件価格の高止まり状況が続い
ておりますが、慎重なスタンスを維持しつつも、得意とする事
業用地の開発ノウハウを活かし、主力のデベロップメント関
連事業で、着実に優良物件を仕入れるなど、次期以降に向けた
準備を進めました。

情報通信ビジネスでは、携帯電話販売業界が、総務省の要請
に応じた新プランの登場等で再び大きな変革期にある中、現
在は変革後の市場での競争優位性を目指し、優良店舗網構築
のための販売促進施策の実施や人材育成などに投資を行って
います。

代表取締役会長兼社長

伊井田 栄吉

│ ト ッ プ イ ン タ ビ ュ ー │

2021年12月期 中間期：
事業活動の概況
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ると見込んでおります。このため、一人ひとりの生産性をいか
に上げていくかが今後の重要な視点になると考えます。従前
から注力してきた人材育成体制を強化し、生産性を向上させ
ることでより高い対価につなげ、付加価値の高いサイクルを
構築したいと考えております。

当社はこれまで、規模拡大のためだけのM&Aは行わず、自
力成長を基本としてまいりました。ただ、今後の成長戦略に必
要な部分を補強するため、例えばIT関連企業のM&Aはいくつ
か実施してまいりました。『ソフトウェアの受託開発』強化を
目的として2018年に「西肥情報サービス（株）」、2021年に

「（株）クリエーション・ビュー」という受託を強みとする企業
がグループ入りしました。また、これまで当社に無かった

『採用マッチングアプリの開発・運営』として、2020年に
「Wakrak（株）」がグループ入りしております。

会社としての体力がついてきた現在、自力に加え、M&Aで
シーズを取り込み、外部の力と共に成長を加速するような手
法を取りたいと考えております。

見込みで、期初計画に対しては順調に進捗しております。
「不動産バブル」が想定以上に長期化している環境下にあり

ますので、慎重なスタンスを維持しつつも、収益性を見込める
物件に関しては着実に仕入れを進めた結果、販売用不動産・
仕掛販売用不動産ともに増加傾向となっております。

また、不動産の流動化・証券化といった「長期保有」するた
めのストックビジネスを強化する戦略の中で、設定したコ
ミットメントライン等を活用し、不動産金融事業に対する投
資準備等を着実に進めております。

研究・開発から軽作業、そしてサービス分野に至るまで、幅
広い領域をシームレスにカバーする人材サービスの提供で差
異化を図り、ブランドNo.1を目指したいと考えております。
人材サービス業界では、これから人材不足がさらに顕在化す

2020年12月期（中間） 2021年12月期（中間） 2021年12月期（中間）（予算計画）

実績（百万円） 利益率（％） 実績（百万円） 利益率（％） 前年同期比（％） 予算計画（百万円） 予算比（百万円）

人材・教育ビジネス
売上高 38,922 48,002 ＋23.3 45,166 +2,835

セグメント利益 2,228 5.7 3,036 6.3 ＋36.3 2,106 ＋930

不動産ビジネス
売上高 25,541 10,481 △59.0 11,669 △1,187

セグメント利益 1,835 7.2 400 3.8 △78.2 98 ＋302

情報通信ビジネス
売上高 5,252 4,944 △5.9 4,734 +210

セグメント利益 275 5.2 93 1.9 △65.9 200 △106

その他
売上高 1,126 1,619 +43.7 2,087 △468

セグメント利益 △369 — △83 — — 100 △183

合　計
売上高 70,844 65,047 △8.2 63,657 +1,390

消去又は全社 △1,196 △994 — △1,202 +207

営業利益 2,773 3.9 2,452 3.8 △11.6 1,302 ＋1,149

2021年12月期（中間）連結業績概況
自力成長の軌跡と、
これまでのM&Aが占める割合 （百万円）

様メーカーと共に国際競争に打ち勝つための協業を重視する
当社にとっては、これらの流れは追い風になると考えています。

EV（電気自動車）やFCV（燃料電池自動車）関連の需要が拡大
する自動車業界ですが、派遣や期間工の活用が中心であるため、
請負に注力する当社はこれまで同業界にあまり積極的ではあ
りませんでした。しかし昨今、自動車の電動化に伴い、当社の請
負ビジネスが強みになる可能性が出てきたと考えています。

また、eコマースの活況により市場が拡大する物流関連ビジ
ネスは、前期末に開設した新拠点が順調に推移し、業績拡大に
大きく寄与しました。

当ビジネスの全分野において、総じてコロナショックから
の回復が顕著でしたが、何よりコロナ禍においても社員の雇
用維持を最優先し、人材育成などを通じた現場力向上に努め
た結果、様々な需要に機動的に対応できたと考えております。

不動産ビジネスの概況
前上期に大型物件の引き渡しがあったため、前年同期比で

は減収・減益となりましたが、当第4四半期に案件が集中する

2.3%

2020

83,142

2.7%

2019

77,774

2.7%

2018

75,038

2.7%

2017

66,041

2.1%

2016

51,633

1.8%

2015

45,184

1.3%

2014

40,099

1.6%

2013

34,032

0.3%

2012

27,074人材
セグメント
売上高
合計

既存事業の売上高 M&A関連による売上高

M&A
関連が
占める
割合

人材・教育ビジネスの成長戦略
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決算サマリー（2021年12月期 中間）

百万円1,891 24.3%
前年
同期比

親会社株主に帰属する
当期（四半期）純利益

百万円2,621 8.7%
前年
同期比

経常利益

百万円2,452 11.6%
前年
同期比

営業利益

百万円65,047 8.2%
前年
同期比

売上高

1,079
1,685

4,573

2,001
2,529

6,388

2,005
2,529

6,465

64,379 66,827 2,4972,8722,773
70,844

150,194

18/12月期
（中間）

19/12月期
（中間） 

21/12月期
（通期予想）

18/12月期
（中間）

19/12月期
（中間） 

21/12月期
（通期予想）

18/12月期
（中間）

19/12月期
（中間） 

21/12月期
（通期予想）

18/12月期
（中間）

19/12月期
（中間）

20/12月期
（中間）

20/12月期
（中間）

20/12月期
（中間）

20/12月期
（中間）

1,8912,6212,452
65,047

21/12月期
（中間）

21/12月期
（中間）

21/12月期
（中間）

21/12月期
（中間）

21/12月期
（通期予想）

ウなどをものづくり業界以外に展開し、幅広い“人が活き
るカタチ”を創出する新たな企業文化をつくりたいと考え
ております。

このような取り組みを一層の利益創出につなげ、持続的成
長を目指してまいります。当社グループを中長期的な視点か
ら変わらず応援してくださいますよう、お願い申し上げます。

大切な企業を維持するための活動に参画できたことをとて
も嬉しく思っております。当社は地方で生まれた企業集団で
す。地域において事業承継できないという理由で企業がなく
なっていくことを何としても回避したいと思います。今後は、
こういった活動を全国に広げ、地域に雇用を創出していくこ
とで地方の活性化に貢献してまいります。

当社グループは様々な産業をカバーし、多様なセグメン
ト・領域に事業を展開しています。経済危機など、大きな外
的要因が発生しても耐えうる企業集団をつくることを第一
義にこれまで取り組んできましたが、この戦略が、コロナ禍
においても成長できる企業体になったと考えています。

当社がものづくり業界で積み重ねてきた知見、たとえば
人の教育や育成を通じた定着の向上や一括請負のノウハ

当中間期は、コロナ禍で顕在化した社会課題に対し、個別
に成長させてきた事業セグメント間の連携や多様な業界の
ビジネスパートナーとの協業を通じ、新たな“人が活きるカ
タチ”の創出にチャレンジしました（詳細は、P.7-8ページの

「Topics」をご参照ください）。
例えば、このコロナ禍においても社会の変化とともに大き

く成長しているのが、eコマースの拡大に支えられている物
流分野です。当分野における東急不動産（株）との連携は、差
異化を図る新たな取り組みです。当社の不動産ビジネスと人
材・教育ビジネスのノウハウを活用し、物流施設の建設候補
地の仕入、施設稼働を担う人材供給と効率的な業務運営を一
つのパッケージとして提供してまいります。

地域社会の事業承継問題も、コロナ禍で浮上した大きな課
題です。信金中央金庫によるコンソーシアムを通じ、地方に

ステークホルダーの皆様へ

事業会社間で創る新たな
“人が活きるカタチ”
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76,239

12,036

33,991

23,998

30,286

連結貸借対照表 （百万円） 連結キャッシュ・フロー （百万円）

連結損益計算書 （百万円）

88,276

資産の部 負債・純資産の部
■ 流動資産　■ 固定資産 ■ 流動負債　■ 固定負債　■ 純資産

88,276

68,132

11,024

79,157

34,637

14,458

30,061

79,157
22,817

△5,993 △1,040 7,788

23,796

現金及び預金...............

受取手形及び売掛金...

仕掛販売用不動産.......

22,817

12,817

22,146

有形固定資産.................

無形固定資産.................

投資その他の資産.........

5,297

291

5,436

現金及び預金...............

受取手形及び売掛金...

仕掛販売用不動産.......

23,797

13,624

26,824

有形固定資産.................

無形固定資産.................

投資その他の資産.........

5,268

900

5,868

65,047

8,648

53,947

2,452
267

97

2,621 43

̶

2,664

1,891

718
55

70,844

2,773 2,872
2,497

売上高

営業利益 経常利益
親会社株主に
帰属する

四半期純利益

売上高

販売費及び
一般管理費

売上原価

営業利益

営業外収益

営業外費用

経常利益 特別利益

特別損失

税金等調整前
四半期純利益

非支配株主に
帰属する

四半期純利益

法人税等
合計

親会社株主に
帰属する

四半期純利益

現金及び
現金同等物の
期首残高

営業活動
による
キャッシュ・
フロー

投資活動
による
キャッシュ・
フロー

財務活動
による
キャッシュ・
フロー

現金及び
現金同等物の
四半期末残高

21/6月末20/12月末 21/6月末20/12月末 21/12月期（中間）

20/12月期（中間） 21/12月期(中間)
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UP

売上高 セグメント利益

売上高構成比

73.8%

■ファクトリー　■テクノ　■R&D　
■セールス&マーケティング

■ファクトリー　■テクノ　■R&D　
■セールス&マーケティング

38,922

64.5%

21.5%

9.0%
5.0% 2,228

42.9%

39.8%

17.1%
0.2%

20/12月期（中間） 20/12月期（中間）

48,002

69.0%

17.8%

8.2%
5.1% 3,036

54.8%

31.4%

14.7%

△0.9%
21/12月期（中間） 21/12月期（中間）

研究・設計・製造といった“ものづくり分野”における上流工程から下流工程、さらには物流・販売・コールセン
ターといった“サービス分野”までも幅広くカバーした「業務請負･人材派遣」等の人材サービスを展開しています。
これらの分野をシームレスに連携させることで、企業の幅広いニーズに応えるとともに、働く人には、多くのスキ
ルアップ・キャリアアップの可能性を提供しています。

●  主力のファクトリー事業が大幅に増員しました。

　◎   物流分野での新拠点開拓等により在籍数が
大幅に増加

　◎   5G関連が好調で半導体・機械分野での在籍
数も増加

事業紹介

48,002 百万円

前年同期比

23.3% UP 3,036 百万円

前年同期比

36.3%

人材・教育ビジネス

2021年12月期（中間）概況

ファクトリー事業
●  5G関連需要や自動車関連の復調により、主力の半導体や半導体製造装置等の分野が総じて好調

で大幅に増収増益となりました。
●  物流分野は昨年度末の新拠点開設が順調に進み、業績拡大につながりました。
●  コロナ禍においても雇用の維持を最優先に人材育成等を継続した結果、現場力向上に加えて各種

請負現場での生産量も拡大しました。

テクノ事業
●  全分野ともコロナショックからの回復基調にある中、ファクトリー事業とのシームレスな連携で

半導体分野の成長につながりました。
●  採用手法の見直しに加え、エンジニアの人材育成によるスキルアップ・キャリアアップを進め、

より質の高い技術力の提供を図っています。

R&D事業
●  研究者派遣部門は医薬関連のバイオ・化学・分析等各分野とも好調で増収増益となりました。
●  PCR検査やワクチン開発等のコロナ関連の特需的要素も取り込みました。
●  クライアントのよりコアな業務への技術提供や、新たな取引分野の拡張も図り、次期でのさらな

る拡大の準備を推進しました。

セールス＆マーケティング事業
●  ツーリズム関連のコロナ影響は残るものの、既存のオフィス・コールセンター分野を確実に伸長

させたことに加え、コロナ関連及びオリンピック関連の特需的要素も取り込みました。
●  新たにコールセンターの設置や軽作業関連での請負化推進、店舗の販売代行業務請負化などの業

容拡大を図りました。

在籍数（3カ月平均）の推移 （名）
■ファクトリー　■テクノ　■R&D　■セールス&マーケティング

22,124

16,639

2,880

1,514
1,091

20/12月期（中間）

26,620

20,393

2,943

2,076
1,207

21/12月期（中間）

+4,496名

売上高 セグメント利益

One Stop
Serviceバイオ・化学研究・

臨床試験

研究開発
物流倉庫/
3PL

物  流

機械/電気/電子/
SI設計・開発

設計開発
製造ライン・
保守/保全

製  造

修理・
メンテナンス

アフター
サービス

販売・軽作業・
コールセンター

販  売
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DOWNDOWN

DOWN

DOWN

UP

売上高 セグメント利益

売上高構成比

16.1%

25,541
1,835

20/12月期（中間） 20/12月期（中間）

10,481
400

21/12月期（中間） 21/12月期（中間）

売上高構成比

7.6%

売上高構成比

2.5%

10,481

1,619

4,944

百万円

百万円

百万円

前年同期比

前年同期比

前年同期比

59.0%

43.7%

5.9%

400

83

93
百万円

百万円△ △ 百万円

百万円前年同期比

前年同期

前年同期比

78.2%

369

65.9%

モバイルショップ運営を中心に、法人向けソリューションやテレマー
ケティングを行っており、モバイルショップでは、SoftBankショッ
プやauショップ等、地域に密着した店舗展開をしています。

事業紹介

情報通信ビジネス
デベロップメント関連、リノベーション関連、ユニットハウス関連など
の現物不動産の他、新たな分野として不動産金融にも注力しており、総
合不動産業として幅広い領域で事業を展開しています。

事業紹介

不動産ビジネス

全国で13ヵ所の“自然と人と社会の調和”をテーマにした農業公園施
設の運営管理の他、パソコン教室の運営やWEB制作等を行っています。

事業紹介

その他事業

2021年12月期（中間）概況

各通信事業者のオンライン専用新プラン導入等により、業界が再び大きな変革期を迎えています。このような
状況下で、優良店舗網構築のためのスクラップ＆ビルドや販売促進施策の実施、人材育成等に先行投資を行っ
たため、一時的に大幅な減益となりました。

農業公園の施設運営管理は、緊急事態宣言等による外出自粛に加え、旗艦施設である大阪府の「堺・緑のミュー
ジアム ハーベストの丘」が臨時休園を余儀なくされ大きな痛手となりました。引き続き「密」にならない屋外
施設という社会的認知と、その強みを活かした適切な誘引施策でプレゼンス向上を図ります。

未だ物件価格の高止まり状況が続いており、慎重な事業展開を進めています。そうした中、昨年度の上半期に
大型物件の引渡しがあったため前年同期比では減収減益となるも、本年度は第４四半期に案件が集中する計
画となっており、対計画上は順調に推移しています。また、東急不動産（株）及び当社人材・教育ビジネスとの
連携で新たなシナジーの創出を進めました。

売上高

売上高

売上高

セグメント利益
セグメント利益

セグメント利益
2021年12月期（中間）概況

2021年12月期（中間）概況
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ビジネスパートナーと共に
新たな“人が活きるカタチ”を創る
当社グループは、複数事業に亘るグループシナジーを強みに、人々が活き活きと生活できる基盤づくりを進めています。その可能性を広げるため、
積極的な他社との協業・連携を通じて“人が活きるカタチ”の多様な創造を具現化し、地方経済の活性化、多方面に向けた社会貢献を目指します。

2021年7月、当社グループの不動産事業の中核を担う（株）ワールドレジデンシャルと、サービス系
の人材事業を担う（株）ワールドスタッフィングが、総合不動産大手である東急不動産（株）との間に、物
流施設に関する新たな事業・サービスの創出を目的とした包括業務提携契約を締結しました。

不動産用地の仕入と開発を得意とするワールドレジデンシャルは、関東圏を中心に数多くの事業用
地を開発してまいりました。物流分野を得意とするワールドスタッフィングは、物流倉庫内での生産性
向上のノウハウを強みに、年々事業規模を拡大しています。

当契約のもと、東急不動産が建設する物流施設に関する開発・営業・管理・運営事業などについて、
当社グループ2社が情報共有・営業協力・共同研究・開発などを行い、2社それぞれの強みを活かすこ
とで、新たな事業・サービスの創出と付加価値の向上を推進します。当社の持つ不動産活用ノウハウ及
び人材活用ノウハウを活かし、提携3社の事業成長を図るとともに、地域社会の発展・活性化を目指し
てまいります。

Topics

不動産と人材のノウハウを融合させ、
東急不動産と包括業務提携契約を
締結しました

それぞれに事業を展開してきた
不動産ビジネスと人材・教育ビジネスのシナジー創出が実現

Topics

施設の
賃貸

人材サービス
提供（予定）

候補地の
提供

物流施設の開発・運営

東急不動産

人材・教育

物流分野での請負(３PL)が強み不動産用地の仕入・開発が強み

不動産

物流施設
賃借企業
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2 3
2021年8月、当社は、CRO（医薬品開発業務受託機関）のパイオニアであるEPSホール

ディングス（株）、物流関連サービス等を提供するSBSホールディングス（株）、多岐にわ
たる分野のプロフェッショナル・エージェンシーである（株）クリーク・アンド・リバー
社と共に、共同出資会社『HATARAKU エルダー株式会社』を新設しました。

これは、製薬業界や医療機器業界を中心とした、エルダー人材、いわゆるシニア人材の
さらなる活躍の場を創出するために設立した会社です。製薬会社や医療機器開発会社を
中心に、経験豊富なエルダー人材の需要を掘り起こし、業界の新たなマーケットの開拓
を推進します。

当社は、企業理念にも「シニア人材の経験を活かし、新しい雇用を創設できる企業を目
指す」ことを掲げておりますが、これからも、このようなシニア人材の活躍の場を積極的
に模索し、新たな“人が活きるカタチ”の創造を進めてまいります。

2021年6月、当社人材ビジネスの中核を担う（株）ワールドインテックは、信金中央金庫が
構築する「しんきん事業承継コンソーシアム」に参画しました。当コンソーシアムは、信用金
庫の取引先が円滑な事業承継を実現できるよう、信用金庫がハブとなり、事業承継にかかる
課題に関して専門的な知見を持つ複数の外部専門機関と連携して、最適な解決策を提案す
るための事業体です。

当コンソーシアムにおいて、ワールドインテックは、製造業を中心とした企業様向けの
「後継者人材の紹介・経営幹部人材の紹介」「後継者育成・教育支援、及び組織内人材育成支
援」などを行い、各企業様の人的資源面での事業承継課題を解決し、地域社会の持続的な繁
栄に貢献してまいります。

エルダー人材の多様な働き方を
企画・実現するための
共同出資会社を設立しました

信金中央金庫による
「しんきん事業承継コンソーシアム」に
参画しました

エルダー人材が働ける
職場・ステージを準備・開発する事業モデルを推進

コロナ禍により噴出する
事業承継問題に対するソリューションを提供

Topics Topics

製薬・医療機器・ヘルスケア企業

クリーク・アンド・
リバー社SBSHD

人材交流・活用・ビジネス構築

［ 出資比率 ］
EPS ホールディングス
ワールドホールディングス
SBS ホールディングス
クリーク･アンド･リバー社
他 

51.7％
16.7％
16.7％
3.3％
11.7％

BPO受託に向けた
営業協働

エルダー人材

エルダー人材エルダー人材

専門領域受託
BPO

資本・業務提携

他業界

取引先

信用金庫

過剰債務解消

補助金申請

後継者・
幹部等人材紹介

税務相談
（専門家紹介含む）

プラットフォームを
活用したM&A支援

公的支援施策紹介

医療法人・
介護事業者向け
事業承継支援

ファンドによる
株式買取り

様々な課題に
ソリューションを提供

相談・提案

相談・提案
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㈱ワールドホールディングスは、純粋持株会社であり主な関係会社39社で構成されています。当社は、事業を
永続的に存続させるためには、一つの柱だけでなく複数の柱による安定経営・バランス経営が最も重要であ
るという考えのもと、これまで「人材・教育ビジネス」「不動産ビジネス」「情報通信ビジネス」を中心に複数の
事業を展開してまいりました。今後も当社は“人が活きるカタチ”の創造を進化させ、より多くの人が活き活
きと活躍できるステージを提供し続けるべく、どのような経済環境・社会環境の変化にも左右されない事業
基盤を追求し、さらなる安定拡大と持続的成長を目指します。

安定経営・バランス経営の原点は、当
社代表取締役会長兼社長の伊井田栄吉
が1981年に総合不動産会社 みくに産
業㈱（現・㈱ミクニ）を創業した時代に
まで遡ります。不動産バブルの崩壊に
より、多くの同業他社が疲弊する姿を
目の当たりにしたことで複数の柱によ
る安定経営・バランス経営の重要性を
認識。その後の複数ビジネスへの参入
につながっていきます。

研究開発、設計開発、製造、物流、販売、さ
らにはアフターサービスなど、“ものづく
り分野”を中心とした幅広い領域におい
て、業務請負・人材派遣事業を展開

デベロップメント関連、リノ
ベーション関連の他、不動産金
融事業を展開

モバイルショップ運営を中心に、
法人向けソリューションやテレ
マーケティング事業を展開

農業公園の施設運営管理の他、
パ ソ コ ン ス ク ー ル の 運 営 や
WEB制作等を展開

グループミッション
“人が活きるカタチ”の創造をもとに、
複数ビジネスの展開による
サステナビリティ経営を実践しています

主なあゆみ

人材・教育ビジネス

不動産ビジネス 情報通信ビジネス その他事業

ファクトリー事業 テクノ事業

R&D事業 セールス＆
マーケティング事業

2020/122019/122018/122017/122016/122015/122014/122013/122012/122011/122010/122009/122008/122007/122006/12

人材・教育ビジネス 参入

㈱ワールドホールディングス設立
（旧・㈱ワールドインテック）

当時まだ認知されていない人材ビジネス
業界と業務請負という新たな手法に着目。
日本の製造業の「コスト競争力の再生」と
雇用の維持に貢献するため、当社の前身で
ある㈱ワールドインテックを設立（現・ファ
クトリー事業からスタート）

1993年2月

情報通信ビジネス 参入

㈱イーサポートがグループイン

2005年12月

不動産ビジネス 参入

㈱ワールドレジデンシャルを設立
リーマンショック以降、大きく淘汰が進んだ
不動産業界をチャンスと捉え、不動産ビジネス
に参入

2010年4月

1997年6月
テクノ事業  進出

2002年2月
R&D事業  進出

2005年4月
セールス＆マーケティング事業  進出

2019年6月
不動産金融事業  進出

2005年2月
ジャスダック証券取引所に株式上場

人材ビジネスが大きなダメー
ジを受けましたが、情報通信
ビジネスという2本目の柱に
よってしっかりと支え、以降の
成長へとつながりました。

2008年
リーマンショック

2014年7月
㈱ワールドホールディングスに商号変更、持株会社体制へ移行

2016年3月 東京証券取引所市場第二部に株式上場
2016年6月 東京証券取引所市場第一部に指定

348

9

464

13

487

10

290

3

321

3

378

5

530

12

564

21

688

37

879

51

943

1,271

1,428
1,363

1,435

74

70

73

47

62

営業利益
売上高

（億円）

（予想）

2021/12

1,501

64

沿 　 革29th
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役 員

代表取締役会長兼社長 伊井田 栄吉

取締役 岩﨑 亨

取締役 山田 秀典

取締役 中野 繁

取締役 本多 信二

取締役 湯川 均

取締役 菅野 利彦

取締役 塩見 政明

取締役（独立社外） 貫　正義

取締役（独立社外） 五十嵐 伸吾

取締役（独立社外） 長谷川 裕一

取締役（独立社外） 竹村 滋幸

監査役（常勤） 山村 和幸

監査役（社外） 古賀 光雄

監査役（社外） 加藤 哲夫

社 名 株式会社ワールドホールディングス

設 立 1993年2月12日

資 本 金 1,246百万円

代 表 者 代表取締役会長兼社長　伊井田 栄吉

従 業 員 数 24,839名（連結）

住 所

【福岡本社】 
〒812-0011 福岡県福岡市博多区博多駅前2-1-1 福岡朝日ビル6F 
TEL. 092（474）0555　FAX. 092（474）0777

【北九州本社】 
〒803-0814 福岡県北九州市小倉北区大手町11-2 
TEL. 093（581）0540　FAX. 093（581）0542

【東京本部】 
〒105-0021 東京都港区東新橋2-14-1 NBFコモディオ汐留4F 
TEL. 03（3433）6005　FAX. 03（3433）6003

事 業 内 容
持株会社・グループ全体の経営方針策定及び経営管理等
グループ全体の事業（人材・教育ビジネス、不動産ビジネス、
情報通信ビジネス、その他事業）

その他事業

金融関連

不動産ビジネス
人と住まいをつなぐ

～新しい“まちづくり”のカタチ～

情報通信ビジネス
IT で人と人をつなぐ

～新しい“コミュニケーション”のカタチ～

人材・教育ビジネス
人と仕事をつなぐ

～新しい“働く”カタチ～

会社概要　（2021年6月末現在） 主な関係会社39社〈連結子会社34社・非連結子会社5社〉　（2021年6月末現在）

会 社 概 要29th
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“人が活きるカタチ”の創造
当社は、「事業を通じて、世界の人と文化に貢献する」という
基本理念のもと、人々に生活を営むための環境と
多様な働く場所を提供し「人が活きるカタチ」を創造するという
社会的使命に取り組んでいます

29第 期

証券コード：2429

2021
中  間

事 業 年 度 毎年1月1日～12月31日

定 時 株 主 総 会 毎年3月

株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

同 連 絡 先

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
東京都府中市日鋼町1-1
お問い合わせ先 0120-232-711（通話料無料）
郵送先　  〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号 

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

公 告 方 法
電子公告により、 当社ホームページ（https://world-hd.co.jp/）に掲
載いたします。なお、やむを得ない事由により、電子公告によることが
できない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。

株主メモ株式の状況　（2021年6月末現在）

配当金について

ホームページのご案内
当社ホームページ内の「IR投資家情報」では、経営者からのメッセージ、新・中期経営計画2021の概
要、IR資料室、財務データ、さらには最新のニュースなどがご覧いただけます。

https://world-hd.co.jp/ https://world-hd.co.jp/ir/

トップページ

〒812-0011
福岡県福岡市博多区博多駅前2-1-1 福岡朝日ビル 6F
Tel.092（474）0555　Fax.092（474）0777

福岡本社
〒803-0814
福岡県北九州市小倉北区大手町11-2
Tel.093（581）0540　Fax.093（581）0542

北九州本社
〒105-0021
東京都港区東新橋2-14-1 NBFコモディオ汐留 4F
Tel.03（3433）6005　Fax.03（3433）6003

東京本部

IR投資家情報

発行可能株式総数 ................. 54,000,000株

発行済株式の総数 ................. 17,569,900株

株主数 ............................................... 2,703名

個人・
その他
15.71%

金融機関
18.89%

金融商品
取引業者
0.67%

その他の
法人
45.49%

自己名義株式
0.65%

外国法人等
18.59%

所有者別
株式分布状況

当社は、将来の事業展開と経営体質
の強化のために必要な内部留保を確
保しつつ、業績に応じた利益配分を
行うことを基本方針としており、配
当については、連結配当性向30％を
目安として、安定的かつ継続的な配
当成長を目指しております。

大株主の状況

1株当たり配当金の推移 （円）

8.5

12/12
月期

10.0

13/12
月期

23.7

14/12
月期

45.7

15/12
月期

75.3

16/12
月期

83.0

18/12
月期

82.7

17/12
月期

52.7

19/12
月期

101.7

20/12
月期

78.7

21/12
月期（予想）

株主名 持株数 持株比率

みらい総研株式会社 7,965,000 45.63%

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,093,100 6.26%

BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES LUXEMBOURG/JASDEC/FIM/
LUXEMBOURG FUNDS/UCITS ASSETS
常任代理人 香港上海銀行東京支店

800,000 4.58%

株式会社北九州銀行　常任代理人 日本マスタートラスト信託銀行株式会社 709,200 4.06%

安部 南鎬 500,000 2.86%

伊井田 栄吉 496,500 2.84%

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 447,500 2.56%

株式会社西日本シティ銀行 300,000 1.71%

株式会社三菱UFJ銀行 180,000 1.03%

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140040　常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部 147,000 0.84%

※持株比率は自己株式（113,498株）を控除して計算しております。


